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諮問庁：北九州市長

諮問日：平成２８年３月２５日（諮問第１３７号）

答申日：平成２９年４月５日（答申第１３７号）

答 申 書

第１ 審査会の結論

    別紙１記載の各文書（以下、併せて「本件対象文書」という。）につき、別紙

２から別紙４までの「不開示が妥当な部分」欄に掲げる部分を除き、開示すべき

である。

第２ 異議申立人の主張の要旨

１ 異議申立ての趣旨

平成２７年条例第４８号及び第５０号による改正前の北九州市情報公開条例（以

下「条例」という。）第５条の規定に基づく開示請求に対し、平成２８年１月１

８日付け北九市文文第２５０６号により北九州市長（以下「処分庁」という。）

が行った一部開示決定（以下「原処分」という。）について、その取消しを求め

る。

２ 異議申立ての理由

   開示された１３ページのうち、５枚は石棺の写真など既に一般に公開されてい

る。石棺２基の堀上げと玉造工房は記録保存とする旨を示すページが開示された

が、これもすでに当局が公表している内容で、議会の答弁からも公表されている。

原案の内容、文化財保護審議会の会議録は開示されていない。

会議録不開示の理由は「条例第７条５号」に該当するとして、「今後の同様の

会議での率直な意見交換が不当に損なわれるおそれがあり、また、不当に市民の

間に混乱を生じさせるおそれがあるため」としている。個人情報のみ不開示にす

るべきで、全会議録を不開示とする理由は全くない。

また、保存計画の原案や変更後の計画も開示されていない。理由は、「意思形

成過程の情報であり、公にすることにより、不当に市民の間に混乱を生じさせる

おそれがあるため」としているが、「意思形成過程」を理由にすることは承服で

きない。これらも個人情報のみを不開示とすればよく、個人情報を除き、直ちに

開示するよう不服申し立てをする。
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第３ 処分庁の説明の要旨

 １ 原処分の内容

    原処分は、異議申立人からなされた「文化財保護審議会に提案した城野遺跡の

保存計画の原案、変更後の計画、文化財保護審議会の会議録、及び変更するに至

った経緯が分かる一切の資料」についての開示請求に対して、北九州市長が、文

化財保護審議会の会議録については、今後、同審議会において率直な意見交換、

若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがあること、また同審議会

に提出した資料は、城野遺跡の保存に関する意思形成過程の情報であり、公にす

ることにより、不当に市民の間に混乱を生じさせるおそれがあるため、条例第７

条５号に該当するとして一部開示としたものである。

 ２ 本件請求に係る行政文書

    平成２３年１０月２７日と平成２６年７月２３日に開催した北九州市文化財

保護審議会にかかわる資料。

（１）文化財保護審議会の会議録

（２）文化財保護審議会に提案した保存計画の原案及び変更後の計画

３ 原処分における不開示情報

（１）文化財保護審議会の会議録

（２）文化財保護審議会に提出した保存計画の原案及び変更計画案の一部

４ 原処分の理由説明

（１）北九州市長は、本件請求に係る行政文書が条例第７条５号に該当する部分

について、不開示とした。

（２）条例第７条５号の該当性

条例第７条５号は、「市の機関並びに国、独立行政法人、他の地方公共団

体及び地方独立行政法人内部又は相互間における審議、検討又は協議に関す

る情報であって、公にすることにより、率直な意見の交換若しくは意思決定

の中立性が不当に損なわれるおそれ、不当に市民の間に混乱を生じさせるお

それ又は特定のものに不当に利益を与え若しくは不利益を及ぼすおそれが

あるもの」は不開示とすることを定めている。

市の機関が意思を形成する場合は、審議、検討又は協議の繰り返しを経て、

最終的な意思を固めていくという過程を取るものであり、意思決定が行われ

た後であっても、将来予定されている同種の審議、検討等にかかる意思決定

に不当な影響を与えるおそれがある場合は本号に該当する。

このような規定の趣旨を踏まえ、本件請求に係る行政文書について、以下

のとおり、条例第７条５号に該当すると考える。
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ア 文化財保護審議会の会議録

 文化財保護審議会は、北九州市の文化財の指定などについて、教育委

員会の諮問に応じ、調査審議し、答申することを目的として設置された

北九州市の付属機関である。

 市文化財の指定を受けるということは、その物の文化財的価値が認め

られるだけでなく、財産的価値が付加されることも考えられる。指定を

受けられない場合には、その逆も考えられる。

 このように審議会では、財産的価値を左右する協議が行われるため、

非公開にし、委員間の自由な発言を確保している。もし、協議内容が公

にされると、委員の今後の率直な意見の交換、若しくは外部からの圧力

などにより意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがあり、文化財

行政について多大な支障が生じることが考えられる。

イ 文化財保護審議会に提出した保存計画の原案および変更計画案

        保存計画及び保存計画の変更案については、当初、交渉の原案として

定めた保存計画を、交渉経過に伴って変更したものであって、まさに意

思形成過程の情報であり、その中には移築保存に伴う経費や展示計画な

ど、未確定の多くの情報が含まれている。このような意思形成過程の情

報を公にすることにより、市民の間に混乱を生じさせるおそれがあり、

且つ、今後、事業を実施していく上で（入札などを含む）、特定のもの

に利益を与え若しくは不利益を及ぼすおそれがある。

第４ 調査審議の経過

    当審査会は、本件諮問事件について、以下のとおり、調査審議を行った。

①平成２８年３月２５日  諮問

②同年４月２０日     処分庁から理由説明書を収受

③同年５月１８日     異議申立人から意見書を収受

④同年５月２５日     審議

⑤同年６月２８日     審議

⑥同年７月２７日     処分庁から意見聴取

⑦同年８月３１日     異議申立人から意見聴取

⑧同年１０月１２日    審議

⑨同年１０月２６日    審議

⑩平成２９年２月２７日  審議

   ⑪同年３月２３日     審議
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第５ 審査会の判断の理由

 １ 本件対象文書について

  本件開示請求は、北九州市文化財保護審議会（以下「審議会」という。）に提

案した城野遺跡の保存計画の原案、変更後の計画、審議会の会議録及び変更する

に至った経緯が分かる一切の資料の開示を求めたものである。

 処分庁は、本件開示請求に係る文書を次のとおり特定した。

（１）平成２３年１０月２７日に開催した審議会（以下「平成２３年審議会」と

いう。）の会議録。

（２）平成２６年７月２３日に開催した審議会（以下「平成２６年審議会」とい

う。）の会議録。

（３）平成２３年審議会に提出した「城野遺跡の保存について」と題する文書（以

下「平成２３年資料」という。）

（４）平成２６年審議会に提出した「城野遺跡保存計画の変更について」と題す

る文書（以下「平成２６年資料」という。）

処分庁は、平成２３年審議会の会議録（以下「平成２３年会議録」という。）

及び平成２６年審議会の会議録（以下「平成２６年会議録」という。）について

は全部不開示とし、平成２３年資料及び平成２６年資料については一部開示とす

る原処分を行った。

    以下、本件対象文書の見分結果を踏まえ、本件対象文書の不開示情報該当性に

ついて検討する。

２ 平成２３年会議録について

（１）平成２３年会議録は、Ａ４版で、各用紙には頁数が打たれており、１頁から

１４頁まである。表形式で作成されており、３つの欄（左側、中央、右側）か

ら構成されている。１番目（左側）の欄が「次第」となっており、<開会>、<
審議>、<事務局説明>及び<質疑応答>などといった審議会の進行状況が記載さ
れ、また、審議会において発言したものの氏名及び役職（肩書）などが記載さ

れている。

 ２番目（中央）の欄が「内容」となっており、「職員紹介」、「新委員紹介」

及び「諮問書の読み上げ」といった具体的な審議会の進行内容が記載され、ま

た、審議会において発言したものの発言内容が記載されている。発言内容の記

載は審議会における発言を逐語的に文書にしたものと判断できる。

３番目（右側）の欄が「備考」となっており、審議会の事務局（以下「事務

局」という。）が説明した資料番号が記載されている。

（２）ところで、平成２３年審議会の会議録には、本件対象文書となったものとは

異なる会議録が北九州市のホームページで公開されており、この会議録によっ
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て、「出席者」や「議事・議題の概要」の情報が明らかにされている。出席者

については、１１名の委員の氏名が記載されている。議題は、「蒲生八幡神社

について」であり、審議内容として「蒲生八幡神社の文化財指定（有形文化財・

建造物）について諮問があった。今回の諮問を受けて、答申案がまとまり次第

再度委員の意見を伺い、次回の審議会で答申することになった。」と記載され

ている。また、報告事項として、「旧小倉警察署庁舎（旧岡田医院）の登録文

化財の登録について」及び「城野遺跡の保存について」の２つの項目名が記載

されている。

（３）平成２３年会議録に記載されている情報は概ね次のとおりである。

ア 審議会に出席したものの氏名及び役職

イ 審議会の進行状況に関するもの

ウ 審議会の進行等に関する審議会会長（以下「会長」という。）及び事

務局を務める北九州市職員（以下「事務局職員」という。）の発言内容

エ 議題及び報告事項に関する出席者の発言内容

  以下、これらの情報ごとに不開示情報該当性を検討する。

（４）不開示情報該当性について

ア 審議会に出席したものの氏名及び役職について

平成２３年会議録の「次第」欄及び「内容」欄には、「審議会に出席

したものの氏名及び役職」が記載されている部分がある。

前記（２）で述べたとおり、平成２３年審議会の出席者は明らかにさ

れており、出席したのは委員と事務局職員のみと認められる。委員及び

事務局職員は条例第７条１号ただし書ウで規定する公務員となり、その

氏名及び役職は原則公開となる。

        この情報のうち、不開示を妥当としたのは、平成２３年会議録１４頁

「次第」欄の３行目及び平成２３年会議録の「内容」欄に記載された氏、

役職及び肩書きなどである。不開示が妥当としたものは文化財保護審議

会の答申をとりまとめる担当となった委員名が特定されることになる

情報である。

審議会の結論は、当該文化財の財産的価値を大きく左右することにも

なり得るものであり、その答申内容に不快、不満の念を抱く者などがい

た場合、答申をとりまとめた者が批判の対象となるおそれや、答申をと

りまとめるまでに、外部からの圧力、干渉等の影響を受けて、意思決定

の中立性が不当に損なわれるおそれが生じることを否定することがで

きず、不開示が妥当であると判断した。

        不開示が妥当としたもの以外については、条例第７条５号該当性を認

めることはできず、開示が妥当であると判断した。        
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イ 審議会の進行状況に関するものについて

       審議会の進行状況に関するものとして、平成２３年会議録の「次第」欄

には、「<開会>」、「<審議>」、「<事務局説明>」、「<質疑応答>」及び「<報
告案件説明>」といった記載が、「内容欄」には、「・諮問書の読み上げ」、
「・諮問に至る経緯についての説明」、「（異存なし）」、「登録文化財の登録

手続きについて説明」及び「城野遺跡の保存について説明」などといった

記載がある。

       これらの記載は、単に審議会の進行内容を簡潔に記載したものにすぎず、

例えば、「城野遺跡の保存について説明」した内容が具体的かつ詳細に記

載されているものではない。

これらの情報を開示したとしても、今後の審議会において、率直な意見

交換が損なわれるおそれや、不当に市民の間に混乱を生じさせるおそれが

あると認めることはできず、開示することが妥当であると判断した。

ウ 審議会の進行等に関する会長及び事務局職員の発言内容について

       平成２３年会議録の「内容」欄には審議会を進行するにあたっての会長

や事務局職員の発言内容が記載されている。

 これらは、単に、議事進行のための発言にすぎないものや、北九州市の

ホームページに掲載されている会議録に記載されている内容と同一のも

のであり、これを開示したとしても、今後の審議会において、率直な意見

交換が損なわれるおそれや、不当に市民の間に混乱を生じさせるおそれが

あると認めることはできず、開示することが妥当であると判断した。

エ 議題及び報告事項に関する出席者の発言内容について

（ア）平成２３年会議録の「内容」欄には、審議会における議題・議事に関

する委員及び事務局職員の発言が逐語的に記載されている部分がある。

 ところで、本件審議会は合議制の機関であり、その審議において、よ

り適切な検討結果を導き出すにあたっては、委員間において、自由闊達

な討議が行われる必要性があることは容易に推認できるところである。

また、審議会の会議録については、北九州市のホームページにおいて公

開される内容もあるが、審議会における委員間討議の具体的かつ詳細な

内容は公開されておらず、委員も自己の発言が事後に公開されることを

全く想定していないものと認めることができる。

（イ）当審査会において平成２３年会議録を見分した結果、各委員が議論の

対象となった文化財あるいはこれと類似する文化財に関する自己の見

解や疑問点、また専門家としての過去の経験などを披瀝し、これに対し、

他の委員が別の意見を述べるなどして議論を深めていく過程が確認で

きた。
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 こうした議題及び報告事項に関する出席者の発言内容をすべて開示

しなければならないとすると、審議会における自己の発言によって、文

化財の財産的価値を左右する結果を招くことや、専門家あるいは市民の

間に想定し得ないような反響が起こることを懸念し、今後の審議会にお

いて、委員が、自由な発言を控えるといった状況が生じることも十分に

想定しうるところである。

 よって、議題及び報告事項に関する委員の発言内容については、これ

を開示すると、今後の審議会において率直な意見交換が損なわれるおそ

れや、不当に市民の間に混乱を生じさせるおそれがあると認めることが

でき、不開示が妥当であると判断した。

 また、議題・議事に関する事務局職員の発言は、主に委員からの質問

や意見に回答するものであり、これを開示すると、委員の質問や意見が

明らかになるおそれがあり、今後の審議会において、委員が自由な発言

を控えるといった状況が生じるおそれを否定することができず、不開示

が妥当であると判断した。

３ 平成２６年会議録について

（１）平成２６年会議録は、Ａ４版で、各用紙には頁数が打たれており、１頁から

１８頁まである。

   なお、この会議録には、開催日時及び開催場所が記載されているが、これを

不開示とする理由はなく、開示することが妥当である。

（２）ところで、平成２６年会議録には、平成２３年会議録と同様に、本件対象文

書となったものとは異なる会議録が、北九州市のホームページで公開されてお

り、この会議録によって、「出席者」や「議事・議題の概要」の情報が明らか

にされている。出席者については、１２名の委員の氏名が記載されている。議

題は、「小笠原氏着用の武具の文化財追加指定について（諮問）」及び「大清水

神社の銅製鰐口の文化財指定について（諮問）」であり、審議内容として、「諮

問を受け、次回審議会までに答申案を作成する」などと記載されている。また、

報告事項として、「城野遺跡の保存計画の変更について」ほか４件の項目名が

記載されている。

（３）平成２６年会議録に記載されている情報は概ね次のとおりである。

ア 審議会に出席したものの氏名及び役職

イ 審議会の進行状況に関するもの

ウ 審議会の進行に関する会長の発言内容

エ 事務局職員の発言内容

オ 委員の発言内容

 以下、これらの情報ごとに不開示情報該当性を検討する。
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（４）不開示情報該当性について

ア 審議会に出席したものの氏名及び役職について

前記（２）で述べたとおり、北九州市のホームページにおいて公開され

ている会議録によって、平成２６年審議会の出席者は明らかにされており、

出席したのは委員と事務局職員のみである。委員及び事務局職員は条例第

７条１号ただし書ウで規定する公務員となり、その氏名及び役職は原則公

開となる。

 平成２６年会議録における審議会に出席したものの氏名及び役職は、こ

れを開示することによって、条例第７条５号に規定する「おそれ」が生じ

ることの客観的かつ具体的な危険性・可能性があると認めることはできず、

開示することが妥当であると判断した。

イ 審議会の進行状況に関するものについて

 この記載が開示妥当であることは、前記２「平成２３年会議録について」

（４）イで述べたとおりである。

ウ 審議会の進行に関する会長の発言について

 この記載が開示妥当であることは、前記２「平成２３年会議録について」

（４）ウで述べたとおりである。

エ 事務局職員の発言内容について

（ア）発言内容による分類について

平成２６年会議録に記載されている事務局職員の発言を、その内容

によって分類すると概ね次のとおりとなる。

ａ 議事進行に関するもの

ｂ 委員に対する自己紹介及び挨拶に関するもの

ｃ 議題２件の諮問書の内容を説明したもの

ｄ 報告事項５件に関して説明したもの

ｅ 委員からの質問、意見などに対して回答したもの

（イ）議事進行に関するものについて

この記載が開示妥当であることは、前記２「平成２３年会議録につ

いて」（４）イで述べたとおりである。

（ウ）委員に対する自己紹介及び挨拶に関するものについて

         事務局職員は条例７条１号ただし書きウで規定する公務員となる

ことから、その氏名及び役職は原則開示となる。

自己紹介の内容は、単に氏名や役職を述べているものに過ぎず、開

示することが妥当であると判断した。

また、事務局職員の挨拶についても、その内容は北九州市における

文化行政の一般的な情勢を述べたものにすぎないものと認められ、公
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にされていない事項が述べられているといった事情も認めることはで

きない。

よって、これらの情報を開示したとしても、条例第７条５号に規定

する「おそれ」が生じることを認めることはできず、開示することが

妥当であると判断した。

（エ）議題２件の諮問書の内容を説明したものについて

       ａ 平成２６年審議会の議題が、「小笠原氏着用の武具の文化財追加指

定について（諮問）」及び「大清水神社の銅製鰐口の文化財指定につ

いて（諮問）」であることは、前記（２）で述べたとおり、すでに明

らかにされている。

         事務局職員の説明は議題２件について、諮問書の内容を口頭で説明

しているものと認めることができる。この説明内容に関する記載のう

ち、不開示が妥当と判断したものは次のとおりである。

ｂ 別紙３の「不開示が妥当な部分」欄の４頁①、７頁②及び③並びに

８頁で不開示が妥当とした部分には、文化財の所有者及び関係者の氏

名、住所及び役職（肩書）など個人に関する情報が記載され、特定の

個人が識別できることから不開示が妥当であると判断した。

ｃ 別紙３の「不開示が妥当な部分」欄の４頁②及び③並びに７頁①で

不開示が妥当とした部分には、文化財の調査を実施した者の氏名及び

役職（肩書）が記載され、その役職（肩書）から条例第７条１号ただ

し書きウの公務員には該当しないものと認められ、不開示が妥当であ

ると判断した。

ｄ 別紙３の「不開示が妥当な部分」欄の９頁の情報は、文化財の評価

に関する委員の意見である。これは、事務局職員が当該委員から口頭

で聞いた内容を審議会において披瀝したものと認められ、これを開示

すると、自己の発言によって、文化財の財産的価値を左右する結果を

招くことや、専門家あるいは市民の間に想定し得ないような反響が起

こることを懸念し、委員が、当該文化財の評価に関する自由な発言を

控えるといった状況が生じるおそれを否定することが出来ず、不開示

が妥当であると判断した。

ｅ 上記不開示が妥当とした部分以外のものについては、小笠原氏着用

の武具及び大清水神社の銅製鰐口の形状（長さ、重量など）、また、

当該文化財が作成されるに至った理由や使用者などの歴史的経緯に

関する客観点事実が述べられているものと認められ、こうした情報を

明らかにすることによって、今後の審議会において、委員が率直な意

見を述べることを控えるといった状況が生じる理由を容易には見出
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せないし、これらの情報を開示した場合、市民の間にどのような誤解

が生じることになるのかといった点に関する処分庁の具体的な説明

もなく、開示することが妥当であると判断した。

（オ）報告事項５件に関して説明したもの

         報告事項５件の項目名がすでに明らかにされていることは前述し

たとおりであり、事務局職員の説明内容も、当該報告事項の案件に関

する客観的事実を説明しているものにすぎないと認めることができ、

報告事項の財産的価値を大きく左右するような情報や市民の間に混

乱を生じさせるような情報が含まれているといった事情を認めるこ

ともできず、開示することが妥当であると判断した。

（カ）委員からの質問、意見などに対して回答したもの

  この記載は、委員からの質問や意見に事務局職員が回答したもので

あり、これを開示すると、委員の質問や意見が明らかになるおそれが

あり、今後の審議会において、委員が自由な発言を控えるといった状

況が生じるおそれを否定することができず、不開示が妥当であると判

断した。

オ 委員の発言内容について

       この情報が不開示妥当であることは、前記２「平成２３年会議録につい

て」（４）エで述べたとおりである。

よって、別紙３の１０頁及び１２頁から１８頁までの「不開示が妥当な

部分」欄の記載については、「議題及び報告事項に関する審議会委員の発

言内容」及び前記エ（カ）で述べた事務局職員が委員からの質問に対して

回答したものに関する記載と認められ、不開示が妥当であると判断した。

 ４ 「平成２３年資料」及び「平成２６年資料」について

  （１）平成２３年資料は、「城野遺跡の保存について」と題する資料である。

     平成２６年資料は、「城野遺跡の保存計画の変更について」と題する資料で

ある。

     処分庁は、これら資料の一部を不開示とした理由について、「このような意

思形成過程の情報を公にすることにより、市民の間に混乱を生じさせるおそれ

があり、且つ、今後、事業を実施していく上で（入札などを含む）、特定のも

のに利益を与え若しくは不利益を及ぼすおそれがある」旨主張する。

   （２）平成２３年資料及び平成２６年資料のうち、不開示が妥当と判断したのは、

平成２６年資料の２頁８行目文頭の「・」から５文字目の「発掘調査」から同

頁９行目３文字目の「したと」までの記載である。この部分には、城野遺跡の

土地所有者であった国の考え方が記載されているが、その記載は、簡潔な記載

がなされているのみであり、国の城野遺跡保存に関する真意が正確に伝わらず、
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市民の誤解や憶測を招き、不当に市民の間に混乱を生じさせるおそれがあるこ

とから不開示が妥当であると判断した。

  （３）その余の記載については、そもそも、処分庁の主張は、条例第７条５号に規

定する「おそれ」が生じることの抽象的な危険性・可能性を言うにすぎないも

のであり、客観的かつ具体的な危険性・可能性を言うものではない。

また、当審査会において文書を見分したが、これを開示することによって、

市民の間にどのような混乱を生じさせるおそれがあるのか、また、今後、事業

を実施していく上で（入札などを含む）、特定のものにどのような利益を与え

若しくは不利益を与えるのか、その理由を容易に見出すことは困難であった。  

よって、開示することが妥当であると判断した。

５ 以上のことから、本件対象文書につき、一部開示とした決定については、前記第

１のとおり判断した。 

なお、当審査会は文化財の価値を判定する専門的な機関ではなく、開示が妥当と

した部分に、例えば、その文化財の財産的価値を大きく左右するような未だ公表さ

れていない重要な事実があるか否かといった点を漏れなく判断することができな

い。

仮に、開示が妥当とした部分に、こうした重要な情報が含まれている場合、処分

庁（審査庁）は、これを不開示とする具体的な理由を明らかにしたうえで、不開示

とするなどの対応をとられたい。

北九州市情報公開審査会 

会     長   阿 野 寛 之 

会長職務代理者    神  陽 子 

委     員   田 村 奈 々 子 

委     員   中 谷 淳 子 

委     員   熊 谷 美 佐 子 


